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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第30期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第30期連結会計年度は希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。第30期第３四半期連結累計期間及び第31期第３四半期連

結累計期間については１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期 

第３四半期連結
累計期間 

第31期 
第３四半期連結

累計期間 
第30期 

会計期間 

自平成22年 
11月１日 

至平成23年 
７月31日 

自平成23年 
11月１日 

至平成24年 
７月31日 

自平成22年 
11月１日 

至平成23年 
10月31日 

売上高（千円）  1,419,438  1,401,578  1,996,986

経常利益又は経常損失(△)（千円）  40,730  △93,657  140,632

四半期純損失(△)又は当期純利益（千円）  △9,335  △48,998  23,631

四半期包括利益又は包括利益（千円）  △8,965  △49,461  24,031

純資産額（千円）  1,323,352  1,326,262  1,356,343

総資産額（千円）  2,582,806  2,435,600  2,613,046

１株当たり四半期純損失金額(△)又は１株

当たり当期純利益金額（円） 
 △3.02  △15.51  7.66

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  51.24  54.45  51.90

回次 
第30期 

第３四半期連結
会計期間 

第31期 
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成23年 
５月１日 

至平成23年 
７月31日 

自平成24年 
５月１日 

至平成24年 
７月31日 

１株当たり四半期純損失金額(△)（円）  △18.86  △29.44

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(１）業績の状況 

我が国経済は、東日本大震災の復興需要等もあり緩やかな回復傾向にありますが、欧州の金融危機、円高の長

期化、アジア経済の成長鈍化等もあり、依然として不透明な状況が続いております。 

当社グループが対象とするマーケットにおきましても、顧客の情報化投資の動きは本格的な回復には至ってお

りません。このような状況の中、当社ではより強固な経営基盤を構築し、恒常的な収益を確保すべく、ユーザ開

拓・確保に全力を挙げて取り組んでおります。 

当第３四半期連結累計期間では、５月には学園ソリューション事業・公教育ソリューション事業が「教育ITソ

リューションEXPO」、６月にはウェルネスソリューション事業が「ヘルス＆フィットネスJAPAN」、７月にはソ

フトエンジニアリング事業が「オフィスサービスEXPO」にそれぞれ出展し、多くの見込み客を獲得できました。

従来製品のバージョンアップ、新製品・サービス開発についても計画通り進めることができ、学園ソリューシ

ョン事業では学園向け施設情報管理システム『キャンパスファシリティ情報システム』、『キャンパスプラン

Web Open Campus』、『キャンパスプラン バックアップサービス』、ウェルネスソリューション事業では

『Hello Web入会・振替・短期システム』、ソフトエンジニアリング事業では『契約書作成・管理システム』、

『マニュアル作成・管理システム』をリリースしました。さらに他社商品の販売も手掛けることにより、顧客の

ニーズに合致した商品・サービスをトータルに提供してまいりました。 

主力事業である学園ソリューション事業においては、主力製品である『キャンパスプラン.NET Framework』シ

リーズをバージョンアップし、自社パッケージソフトの販売・納入が引き続き好調に進みました。また、コスト

削減・業務効率化も継続的に行っており、同業他社との価格競争は激しい状況ですが、大型案件のあった前年同

期には及ばないものの、当第３四半期連結累計期間においても安定した売上・利益を計上することができまし

た。 

ウェルネスソリューション事業においては、重点的に販売しているクラウド・ＡＳＰ型製品の納入を進めるこ

とができ、一定の売上を確保しましたが、対象マーケットの状況は未だ回復途上にあり、パッケージ単価の下落

は落ち着いたものの急激なパッケージ販売本数の拡大には至りませんでした。 

公教育ソリューション事業においては、各自治体・学校関係者から製品面で高い評価を得ており、複数の大型

商談も含めて案件は一層具体化しておりますが、自治体における予算化には時間がかかることもあり、当第３四

半期連結累計期間においては計画していた数字を達成できませんでした。 

ソフトエンジニアリング事業においては、売上が大きく伸びるには至りませんでしたが、一定ユーザを確保し

て徐々に対象マーケットに浸透しつつあります。 

保険薬局向け事業においては、保守サポート収入を安定的に確保するとともに、昨年リリースした薬歴管理シ

ステム『薬歴情報電子ファイル』についても引き続き順調にユーザを増やしました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,401,578千円（前年同期比1.3％減）、営業損失

86,011千円（前年同期は営業利益50,664千円）、経常損失93,657千円（前年同期は経常利益40,730千円）、四半

期純損失48,998千円（前年同期は四半期純損失9,335千円）となりました。 

なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、「ソフトウェア事業」のみを報

告セグメントとしております。 

  

(２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(３）研究開発活動 

 ソフトウェア開発業務に関連する調査研究は継続して行っておりますが、特別の研究開発費を投じての活動は

行っておりません。営業活動及びソフトウェア開発活動を通じて、ノウハウの蓄積及び開発環境の合理化を進め

ており、次の開発活動に活かしております。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年９月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  8,000,000

計  8,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年９月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  3,249,000  3,249,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ  

（スタンダード）  

単元株式数は 

100株であります。

計  3,249,000  3,249,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 

（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

 平成24年５月１日～ 

 平成24年７月31日 
 －  3,249,000  －  484,260  －  619,313

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      2,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    3,245,700           32,457 － 

単元未満株式 普通株式          800 － － 

発行済株式総数    3,249,000 － － 

総株主の議決権 －         32,457 － 

  平成24年７月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社 

システム ディ 

京都市中京区烏丸 

通三条上る場之町

603番地 

 2,500  －  2,500  0.1

計 －  2,500  －  2,500  0.1

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年５月１日から平

成24年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年11月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清友監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 223,338 290,985

受取手形及び売掛金 521,777 213,544

たな卸資産 30,163 38,802

繰延税金資産 66,553 115,354

その他 12,278 12,432

貸倒引当金 △2,218 △1,088

流動資産合計 851,891 670,030

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 191,254 181,141

土地 420,300 420,300

その他（純額） 5,007 3,740

有形固定資産合計 616,562 605,182

無形固定資産   

のれん 59,922 54,929

ソフトウエア 167,848 105,533

ソフトウエア仮勘定 706,833 780,292

その他 2,080 2,080

無形固定資産合計 936,685 942,835

投資その他の資産   

投資有価証券 21,428 22,002

繰延税金資産 33,920 33,277

その他 152,557 162,272

投資その他の資産合計 207,906 217,552

固定資産合計 1,761,154 1,765,570

資産合計 2,613,046 2,435,600
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 187,824 105,370

1年内返済予定の長期借入金 28,307 119,992

1年内償還予定の社債 50,000 35,000

未払法人税等 5,197 4,675

賞与引当金 － 26,790

サポート費用引当金 165 121

その他 159,651 121,911

流動負債合計 431,145 413,861

固定負債   

社債 401,000 373,000

長期借入金 280,088 165,094

退職給付引当金 76,056 85,094

役員退職慰労引当金 67,782 71,867

その他 630 420

固定負債合計 825,557 695,476

負債合計 1,256,702 1,109,338

純資産の部   

株主資本   

資本金 484,260 484,260

資本剰余金 619,313 619,313

利益剰余金 293,892 229,540

自己株式 △35,289 △555

株主資本合計 1,362,176 1,332,559

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5,833 △6,296

その他の包括利益累計額合計 △5,833 △6,296

純資産合計 1,356,343 1,326,262

負債純資産合計 2,613,046 2,435,600
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 

 至 平成24年７月31日) 

売上高 1,419,438 1,401,578

売上原価 929,599 997,375

売上総利益 489,839 404,202

販売費及び一般管理費 439,174 490,214

営業利益又は営業損失（△） 50,664 △86,011

営業外収益   

受取配当金 609 623

未払配当金除斥益 310 295

受取手数料 462 400

その他 112 202

営業外収益合計 1,495 1,521

営業外費用   

支払利息 7,429 7,153

支払保証料 1,627 1,837

社債発行費 2,338 －

その他 34 177

営業外費用合計 11,429 9,167

経常利益又は経常損失（△） 40,730 △93,657

特別損失   

過年度損益修正損 3,806 －

過年度売上値引 10,442 －

ソフトウェア仮勘定評価損 54,258 －

固定資産減損損失 13,024 －

特別損失合計 81,531 －

税金等調整前四半期純損失（△） △40,800 △93,657

法人税、住民税及び事業税 2,937 3,636

法人税等調整額 △34,402 △48,295

法人税等合計 △31,465 △44,658

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,335 △48,998

四半期純損失（△） △9,335 △48,998
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 

 至 平成24年７月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,335 △48,998

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 369 △463

その他の包括利益合計 369 △463

四半期包括利益 △8,965 △49,461

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △8,965 △49,461

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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前第３四半期連結累計期間（自平成22年11月１日 至平成23年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成23年11月１日 至平成24年７月31日） 

 当社は顧客の事業年度に合わせて製品・サービスを納入、稼動させる必要があることから、売上が毎年３月及

び９月に偏重いたします。そのため、第１四半期及び第３四半期の売上高が、第２四半期及び第４四半期の売上

高に比べて小さくなる傾向にあります。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費、ソフトウェア償却費及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

   

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年７月31日） 

１．配当に関する事項 

  配当金支払額  

２．株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年11月１日 

至 平成24年７月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後開始する連結会計年度から法人税率等が変

更されることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の

％から ％、復興特別法人税適用期間終了後は、 ％に変更されます。 

 この税率変更による影響額は軽微であります。 

40.6 37.9 35.5

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成22年11月１日 

至  平成23年７月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成23年11月１日 

至  平成24年７月31日） 

減価償却費 千円 13,647 千円 12,806

ソフトウェア償却費  121,279  138,231

のれんの償却額  4,993  4,993

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年１月27日 

定時株主総会 
普通株式  9,259  3 平成22年10月31日 平成23年１月28日 利益剰余金 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年11月１日 至 平成24年７月31日） 

１．配当に関する事項 

  配当金支払額  

２．株主資本の著しい変動に関する事項 

 当社は、平成24年３月29日付で、第三者割当による自己株式の処分を京セラ丸善システムインテグレーシ

ョン株式会社との間で実施いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において利益剰余金が

6,094千円減少するとともに、自己株式が34,734千円減少し、当第３四半期連結会計期間末において利益剰

余金が229,540千円、自己株式が555千円となり、株主資本合計は1,332,559千円となっております。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年７月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種広報宣伝の企画・

制作、テナント賃貸等の業務を行っております。 

２．セグメント利益の調整額△147,141千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年11月１日 至 平成24年７月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年１月27日 

定時株主総会 
普通株式  9,259  3 平成23年10月31日 平成24年１月30日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

   

報告セグメント
その他 

（注１） 
合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額 

（注３） 
ソフトウェア 

事業 

売上高      

外部顧客への売上高  1,387,755  31,683  1,419,438  －  1,419,438

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  8,070  8,070  △8,070  －

計  1,387,755  39,753  1,427,508  △8,070  1,419,438

セグメント利益  168,869  28,937  197,806  △147,141  50,664

  （単位：千円）

   

報告セグメント
その他 

（注１） 
合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額 

（注３） 
ソフトウェア 

事業 

売上高      

外部顧客への売上高  1,388,728  12,850  1,401,578  －  1,401,578

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  16,115  16,115  △16,115  －

計  1,388,728  28,965  1,417,694  △16,115  1,401,578

セグメント利益  59,154  15,003  74,157  △160,169  △86,011
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（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種広報宣伝の企画・

制作、テナント賃貸等の業務を行っております。 

２．セグメント利益の調整額△160,169千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。  

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項  

当社グループは、従来「ソフトウェア事業」と「テナント事業」の２事業を報告セグメントとしており

ましたが、「テナント事業」について量的な重要性が減少したため、第１四半期連結会計期間より「ソフ

トウェア事業」を報告セグメントとし、テナント事業を「その他」の区分のセグメントとしております。 

なお、前第３四半期連結累計期間の「ソフトウェア事業」と「その他」の売上高及びセグメント利益

は、当該変更が前年同四半期に行われたものとして遡及修正しております。 

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年７月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年11月１日 

至 平成24年７月31日） 

１株当たり四半期純損失金額(△) 円 銭 △3 2 円 銭 △15 51

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額(△)（千円）  △9,335  △48,998

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額(△)（千円）  △9,335  △48,998

普通株式の期中平均株式数（千株）  3,086  3,159

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社システ

ムディの平成23年11月１日から平成24年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年５月１日から

平成24年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年11月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムディ及び連結子会社の平成24年７月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年９月14日

株式会社システムディ 

取締役会 御中 

清友監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 中野 雄介  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 人見 敏之  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




